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減は 1997 年以来 15 年間にわたり今も続き、一般会計予算はピークだった 1997 年の半額以下にま
で低下している。1人当たりの ODA 支出純額は DAC 諸国の中でも最低レベルまで減少している。 
 財政再建は現在の日本の最重要課題であるが、ODA 予算のこれ以上の削減が正当性を持つわけ




ることも踏まえれば、財政再建のために ODA 予算を削減する正当性は乏しい。 
 
Abstract: 
The time-series data of national opinion poll shows increasing support for economic 
cooperation since 2005.  However, the general account budget for official development 
assistance has been continuously decreased.  It is now below half of its peak in 1997.   
Although Japan's public debt has amounted to over 200% of GDP, the ODA budget cut cannot 
be justified.  The ODA budget is just less than 1% of GDP and its cut has little impact on debt 
reduction in any OECD countries, which are also suffering public debt.  The general account 
budget on ODA in Japan is now only 0.12%.  The budget cut also damages Japan's diplomatic 
vision of "A Nation Striving for Peace".  Japan is supposed to allocate more budget for 






























   出所：内閣府（1997-2011）外交に係る世論調査。ODA に肯定的・否定的に影響する出来事については筆者作成。 













































































 この世論調査の 1977 年以降の経年変化を見ると、これまでに開発援助についての国民意識の動
向には３回の転換点があったと考えられる。第一は 1990 年のバブル経済の崩壊であり、この時期

















































































































































    出所：内閣府（2011）、経済指標は IMF (2011), World Economic Outlook Database, April 2011 
    注：2010 年以降の経済データは IMF の見込み値 
 











































































































































ODA 一般会計予算はピークだった 1997 年度の 1兆 1,687 億円から、2012 年度政府原案では半額以
下の 5,612 億円まで低下してしまった（図４）。この削減は 1997 年の閣議決定（財政構造改革の
推進）における ODA 予算の抑制方針2に始まる。当初は財政構造改革の集中期間である 3年間の予
算抑制の決定だったが、その後も ODA 予算の削減は止まらず 15 年間も続いている。円借款や債務
救済などにより ODA純支出が半減する事態は避けられているが、OECD/DAC の対日援助審査（2010）








援助の準支出額の総額は 1991 年から 2000 年までの 10 年間世界第 1位であったが、その後他の援
助国に抜かれ第 5 位まで順位を下げている。総額で 5 位であれば応分の貢献を果たしているとい
う意見もあるが、開発援助の負担を示す指標（OECD/DAC, Burden Sharing Indicators）の一つで
ある国民一人あたりの純支出額3は 79 米ドル（2009/10 年平均）であり、DAC 諸国平均 129 米ドル
の６割しか負担していない（図５）。2000 年以降ミレニアム開発目標の達成に向けて OECD/DAC 諸
国が揃って開発援助を急増（多くが経済成長率以上に援助を増加）させている中で、国際公約の 
                                                  
2 財政構造改革の集中改革期間（3年間）の ODA 予算の抑制に加え、それまで設定されていた ODA の
量的目標（5年間で倍増等）の設定の廃止と ODA の「量から質へ」の転換を図ることも併せて決定され































































































































































































































図５．DAC 諸国の一人当たり ODA 純支出額（1999/00 から 2009/10 への変化） 
 
   出所：OECD/DAC Statistics on Resource Flows to Developing Countries (December 2011 version) 
   注：人口小国のルクセンブルク、ニュージーランド、アイルランド、ノルウェーは除く。 
 
 図６．安全保障貢献及び政府開発援助の支出額｛2009 年実績・対 GDP 比）4 
 
    出所：Center for Global Development (2011), OECD/DAC (2012), World Bank (2012)のデータを使用。 
    注：OECD 諸国のうち、人口小国のルクセンブルク、ニュージーランド、アイルランド、ノルウェーは除く。 
                                                  




ある（例えば、Sea Lane Protection は、船種に関係なく投入艦船数と保有主要艦船数との比を海軍予
算に掛け合わせて計算）ことに留意が必要である。Sea Lane Protection は、出典先では開発への貢献
であるため世界貿易に占める途上国貿易の比率で割り引いているが、本稿では割り引いていない。GDP























































































































































３．財政危機による ODA 予算削減の正当性に対する検証 
 





































































に ODA 予算を削減するという選択は合理的ではない。 
 
 つぎに、自ら目指す国家像から逸脱しないかである。日本は戦後を通じて「平和国家」として





的に限らない）と ODA 純支出を併せて見ると、軍事費支出が少ない分だけ ODA 支出が多いという 
 
図８．DAC 諸国の一人あたり軍事的支出と ODA 純支出額（1999/00 から 2009/10 への変化） 
 
出所：SPRI Military Expenditure Database, OECD/DAC Resource Flows to Developing Countries 
注：データのない韓国、人口小国のルクセンブルク、ニュージーランド、アイルランド、ノルウェーは除く。 
  グラフの中の斜めの点線は軍事費と ODA 純額の合計の等価線。 
                                                  
5 一般政府（General Government）：中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの。 
 









































Net ODA per capita (2009/10 average, 2009 constant USD)























訳ではない。これらの合計支出額（2009/10 年平均）は 486 米ドル（GNI 比 1.2％）と OECD 諸国
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7 G7 諸国では、米国 2,296 米ドル（GIN 比 5.0％）、フランス 1,194 米ドル（同 2.9％）、英国 1,131
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